
山形県立米沢女子短期大学の理念と目的・目標 

平成21年4月1日制定 

平成27年4月1日改正 

１．建学の精神と理念 

① 設置の趣旨と使命 

   本学は、第二次世界大戦後の山形県において、女子としての一般教養を高めるととも

に、実際に必要な専門の学芸を教授研究して、地域社会の有為な社会人の育成を目的と

して設置された教育研究機関である。 

   本学は、地方分権の原理と地方自治の精神に立脚する公立大学であり、山形県が地域

のニーズを踏まえ、自主的に設置した大学である。自治体が自らの意志と負担で大学を

設置するということは、当該自治体の教育と研究に対する並々ならぬ関心を物語るもの

である。それに取り組む背景には、人材を育成することに対する地域の多大な期待と要

請がある。本学の使命は、こうした地域のニーズに応え、教育と研究を通じて地域の向

上発展に寄与し、教養と専門的知識を身に付けた社会に貢献できる人間を育てることに

ある。 

   これまで、大学の役割は、知の発見・創造（研究）と知の伝達・継承（教育）を通じ

て学問の発展に寄与することであった。しかし今日、大学特に県立大学は、その基本的

性格から、地域性を前提とした存在であることを積極的特性とすることが求められてい

る。こうした実情を踏まえ、本学は、知の発見・創造、伝達・継承に加え、知の活用・

実用（地域貢献）にも積極的に取り組んでいかなければならない。 

   大学の教育が果たす最大の地域貢献は、地域社会を支える人材を養成することである。

若い人材は地域の活力である。そして、この若い人材に求められる資質能力は、自ら課

題を発見し、それに主体的に取り組んで解決の道を探る課題探求能力である。若者に期

待される独創性や創造力は、この課題探求能力を身に付けることによって発揮し得るも

のである。豊かな教養に裏付けられた専門的知識・技能とともに、創造的課題探求能力

を備えた人材を着実に地域社会に送り出すことこそ本学の使命である。 

 

② 本学の沿革 

 本学は、昭和２６（１９５１）年設置の米沢高等女子学院を前身とし、昭和２７（１

９５２）年、米沢市立の米沢女子短期大学に昇格した。当初は、家政科・被服別科で発

足し、翌年、附属生活文化研究所と附属被服研究所を附置した。 

   昭和３８（１９６３）年、本学は米沢市から山形県に移管され、昭和４５（１９７０）

年、大学名を山形県立米沢女子短期大学に改称し、昭和４７（１９７２）年、米沢市丸

の内から米沢市通町に移転し、現在に至っている。 

本学は発足後、多様化する社会の要請に応えるべく常に学科の改組改編に取り組んで

きた。まず、昭和３１（１９５６）年には国語科を設置した。昭和 ４５（１９７０）年、

家政科を家政学科、国語科を国語国文学科と名称変更、昭和５１（１９７６）年、家政

学科に家政専攻と食物学専攻を開設、昭和 ５９（１９８４）年、英語英文学科と日本史

学科を開設、平成５（１９９３）年、社会情報学科と家政学科改組による健康栄養学科

を開設し、国語国文学科、英語英文学科、日本史学科、社会情報学科、健康栄養学科の



５学科体制となった。平成２６（２０１４）年、山形県立米沢栄養大学の開学に伴い健

康栄養学科を発展的に改組し、現在では、国語国文学科、英語英文学科、日本史学科、

社会情報学科の４学科を有する全国有数の総合短期大学である。 

   本学は、前身の米沢高等女学院以来、高度な職業教育及び教養教育を教授し、もって

地域社会に貢献できる女子の育成に努めてきた。当初は、設立当時の時代の要請に応え

て、家政科・被服別科から始まったが、女子に対する社会の要請の多様な変化に対応し

て改組改編を続け、現在は、人文・社会科学の分野にわたる広い視野を持った人材を育

成し、本県女子高等教育の充実に努めている。 

 また、公立大学として、地域貢献を建学の精神とするところから、附属生活文化研究

所を附置し、地域社会の諸課題の解決に努めている。 

 

③ 将来展望 

 本学は、設立以来、全国でも屈指の公立総合短期大学に整備され、県内のみならず全

国各地からの学生を受け入れてきており、本学に寄せられる期待には大きいものがある。

しかし、今日の激動的社会の中で、本学に求められる役割や機能も変化してきている。

本学は、こうした社会からの期待に配慮しつつ、時代と社会の動向を見据え、教養教育

と実務教育の結合のあり方や教育方法さらに学科の編成等についても、常に点検見直し

を図っていく。同時に、学生の育成に当たっては、表層的な社会の変化に惑わされるこ

となく、堅実な基礎的実力を備えた人材を社会に送り出すよう努めていかなければなら

ない。 

   また、地域貢献の重要性に鑑み、地域と連携しながら幅広い年齢層に対応した多様な

生涯学習の機会の提供や地域との協働による各種の事業にも積極的に取り組むものとす

る。今後はこれまで以上に、地域固有の課題の発見とその解決についての基本的考え方

の提示等、地域社会のシンクタンク的機能を強化し、ますます多様化・高度化する地域

社会の要請に適切に応えていく。 

 

２．教育の基本方針 

  教養と実学の結合はもとより、課題探求能力は受け身の学習や机上の訓練では育てるこ

とができない。生きた現実に触れる社会的生活経験と優れた先人の業績に学ぶ経験との相

互作用が必要である。そのため本学では、教養教育とともに、現実の諸問題を直接経験し

て課題解決に取り組むことを重視し、その一環としてさまざまな実地研修や身近な地域と

の交流を図っていく。 

 

① 能動型教育の充実強化 

 本学では、「自ら選んで学ぶ」という能動型学習研究を重視する。専門的知識・技能の

修得はもちろんのこと、学生たちは、社会の変化や時代の進展に柔軟に対応しつつも表

層的変化の根源を洞察し、ゆるがない基礎的実力を身に付けなければならない。さらに、

自分で課題を見つけ、自ら考え、主体的に判断し、自主的に行動して課題を解決する課

題探求能力の育成に努める。そのためには教養教育が重要であり、教養と実学のより一

層効果的な結合を図っていく。 



   全学的な指導体制として、本学の特徴である学生密着型の少人数教育をさらに充実さ

せ、対話・討論等、双方向的な授業形態を積極的に拡充する。特に、教養ゼミ、演習、

特定研究、実習、研修等は、少人数教育の徹底を図る。 

 

② 地域と連携した実践的教養教育プログラムの開発 

 学生の学習意欲の喚起と学習内容の確実な定着を目指し、地域体験や地域資源を重視

しながら専門科目と関連した教養教育プログラムの開発を行う。学生が、地域の実社会

に触れる中で自己の能力と適性にふさわしい学習が可能となるよう、地元社会人を中心

とする講師陣による総合教養講座の充実及び自己の将来展望や生き方の探求に資する教

養ゼミの一層の充実を図る。 

 また、女性が主体的に人生を切り拓き、その意欲と能力を社会の中で活かすことがで

きるよう、女性学さらにはジェンダー論の教育・研究プログラムを充実させる。 

 

③ キャリア支援教育の充実 

 学生の将来設計、すなわち就職・編入学・資格取得等について総合的に支援する教育

プログラムの開発を目指す。その一環として、コミュニケーション能力の育成、インタ

ーンシップの活用、編入学対応教育の強化などを行う。さらに、実践的講座の拡充にも

努める。 

 

④ 生涯学習への積極的取り組み 

 大学の研究成果の地域還元として、生涯学習に積極的に取り組んでいく。総合教養講

座や通常の授業科目の一部公開、公開講座の開催、附属図書館の開放、附属生活文化研

究所による市民講座の開催、出前講座や地域の諸活動への教員の協力、地域への各種情

報提供サービスなどを一層充実させる。 

 なお、生涯学習をはじめとする地域貢献は、散発的な取り組みではなく、一定の体系

性のもとに展開しなければならない。このため、理念を掲げて総合的組織的な構想を策

定する必要がある。 

 

３．各学科の目的と教育目標 

  国語国文学科、英語英文学科、日本史学科、社会情報学科の各学科は、柔軟な思考力の

育成と幅広い視野を持つための教養教育を基盤に据えつつ、当該学科の特色ある専門教育

を施し、所期の使命を果たす。 

 

（Ａ）国語国文学科 

 国語国文学の専門知識を身に付けることによって、正しい日本語を用いる力を有し、

より緻密な論理的思考能力を持ち、伝統文化の豊富な知識を駆使して地域・社会に広く

奉仕し得る人材を育成することを目的とする。具体的には、教職資格、図書館司書資格

などの資格取得、あるいは、より高度な言語能力の習得などを通じて幅広く社会に貢献

できる有用な人材を育成する。 

   このため、（１）日本文学、日本語などの教育を主軸にして、日本文化全体の特質と伝



統を理解し、日本人としてのアイデンティティを身に付けることによって、「国際社会に

開かれた日本人」たり得る資質能力を育成する。（２）人間の諸活動や生活についての基

本的認識を深めることによって、問題解決能力を高め、困難に対処する叡知を養うこと

を教育目標とする。 

（Ｂ）英語英文学科 

 英語を中心とした高等語学教育並びに国際感覚の涵養に重点をおいた教育を行うこと

を目的とする。具体的には、教職資格の取得、あるいはＴＯＥＩＣや英語検定における

優秀な成績･資格を持ち、英会話能力や英語英文学の知識を活用することで、広く社会に

貢献できる有用な人材を育成する。 

 このため、（１）実践的英語教育により、英語を駆使できる能力を習得させる。（２）

英米文学とその関連分野を学ぶことにより、国際的に通用する、ものの見方・考え方を

深めさせることを教育目標とする。 

（Ｃ）日本史学科 

 幅広く豊かな教養と日本史学及びその関連分野における専門知識を身に付けることに

よって、歴史的な洞察力と柔軟かつ論理的な思考力をもって、社会の発展に貢献できる

有為の人材を育成することを目的とする。具体的には、教職資格や図書館司書資格、博

物館学芸員資格の資格取得、あるいは、歴史認識を基盤とした他者理解能力などを通じ

て社会に貢献できる有用な人材を育成する。 

 このため、（１）日本及び世界の歴史に対する深く広い理解力と洞察力を習得させる。

（２）数多くの歴史資料や文化財に接することを通じて、地域の歴史･文化財に対する深

い理解と愛護の念を持たせることを教育目標とする。 

（Ｄ）社会情報学科 

 情報社会の構造、動態、技術の本質を深く理解し、それらを基盤として分析力、表現

力、応用力を培い、地域や社会の発展に寄与することのできる意欲的な人材の育成を目

的とする。具体的には、情報処理技術や図書館司書などの実務資格をもって、社会の諸

分野に広く貢献し得る有用な人材を育成する。 

 このため、（１）現代社会の仕組みや人間集団に関する理解を深めるための基礎知識を

習得させ、実社会における諸問題を正確に分析し柔軟に対処できる能力を涵養する。（２）

情報技術の専門知識を体系的に習得させ、それらを応用して情報社会で要求される問題

解決能力や情報メディアによる表現力を高めることを教育目標とする。 

 

４. 研究機能の充実強化 

大学の「研究」が果たす最大の地域貢献は、地域の頭脳として働き、地域の知的欲求に

応えることである。地域には地域固有の問題が存在する。その解決には、大学も、県や市

町村などの自治体をはじめ、地域住民や関係団体等と一緒になって取り組まなければなら

ない。 

しかし、その際、大学が研究機関であるがゆえに、特に期待され、かつ、機能しなけれ

ばならないことは、地域固有の問題発見、そして、原因の調査や要因の分析による事態改

善のための考え方を提示することである。 

 しかも、地域に根差して問題を深く掘り下げていくほど、その研究は世界各地域が共有



する課題に突き当たる。地域の問題を研究することは、地域から世界各地へ学問を発信す

ることでもある。研究は個性的かつ普遍的であることを本質にする。 

 このような観点から、本学は、地域問題の解決に、その人的知的物的資源を積極的に投

入しなければならない。このため、地域（諸団体、行政機関等）からの委託研究や地域の

諸研究機関との共同研究の活性化はもとより、公募制による生活文化研究所員との共同研

究などの措置を講じる。また、研究の水準については、研究実施体制の充実と教員の弛ま

ぬ努力により、その質の向上を図る。 

 

５. 自己点検・評価と改善改革の取り組み 

① 自己点検・外部評価の実施と自己改善システムの確立 

 教育水準・研究水準の維持向上のため、教育活動・研究活動の活性化を図り、その質

的向上に努めるとともに、大学としての責任を果たすため、教育活動・研究活動に関す

る自己点検・自己評価や外部評価を継続的かつ組織的に実施する。そして、教育活動・

研究活動に関する自己点検・自己評価や外部評価の結果が、速やかにかつ有効に自己改

善に結実していくシステムを確立し、自己改善能力の向上に努める。 

 

② 自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会の役割 

 従前の大学には、社会との隔絶状態をよしとする風潮があった。しかし、今日の激動

ともいうべき社会の変化の中で、大学は、「知の創造と継承」という社会の強い要請に応

えていかなければならない。また、大学自身にとっても自らの成立母体である社会から

の孤立や遊離を回避するため、大学で何が行われているのか、大学の教育や研究の機能、

実態及び成果を社会に提示しなければならない。 

 今日の大学にとって情報提供の一層の促進は重要な課題である。しかも、大学は、社

会への情報提供によって、社会から評価を受け、必要な改善を図ることになる。そして、

大学の質が向上するとともに、社会から信頼と支持を得ることになる。大学のさらなる

飛躍にとって、社会への情報提供と社会による評価は、不可欠である。 

 本学は、21世紀初頭の社会状況を展望しつつ、一層活力に富む特色のある魅力的な大

学づくりに取り組み、大きく飛躍しなければならない。このため、自己評価改善・ＳＤ

ＦＤ委員会が中心になって、学内関係では教育面、研究面、運営面、また、学外関係で

は組織的な地域貢献など、本学のあらゆる側面を網羅した総合的な自己点検・評価と改

善・改革の作業に取り組む。  

 


